
Ⅴ 直近の２事業年度における財産の状況

　　（1）貸借対照表 　　（単位：千円）

1．計算書類  

科　目

現金及び預貯金                              
　現金                            
　預貯金                            
有価証券                              
　国債                            
　地方債                            
　その他の証券                            
有形固定資産                              
　土地                            
　建物                            
　リース資産                            
　建設仮勘定                            
　その他の有形固定資産                             
無形固定資産                              
　ソフトウェア                            
　のれん                            
　リース資産                            
　その他の無形固定資産                         
代理店貸                              
再保険貸                              
その他資産                              
　未収金                            
　未収保険料                            
　前払費用                          
　未収収益
　預託金                            
　仮払金                            
　その他の資産                          
前払年金費用                               
繰延税金資産
供託金                              
                              
                              

2023年度 2024年度 科　目 2023年度 2024年度
（資産の部） （負債の部）

負債及び純資産の部合計資産の部合計 2,764,589 2,813,991 2,813,991 2,764,589 
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21,372
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4,184
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0
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 78,006
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3,870
 0

68
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64,427
166,000

保険契約準備金
　支払備金
　責任準備金
代理店借
再保険借
短期社債
社債
新株予約権付社債
その他負債
　借入金
　未払法人税等
　未払金
　未払費用
　前受収益
　預り金
　リース債務
　資産除去債務
　仮受金
　その他の負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
価格変動準備金
繰延税金負債

　　  負債の部　合計
         （純資産の部）
資本金
新株式申込証拠金
資本剰余金
　資本準備金
　その他資本剰余金
利益剰余金
　利益準備金
　その他利益剰余金
　積立金
　繰越利益剰余金
自己株式
自己株式申込証拠金
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
新株予約権
        純資産の部　合計

1,877,900
583,295

1,294,606
43,107

126,386

118,098

6,860
52,568
31,815

1,713

3
25,138

2,165,491

263,000

20,000
20,000

365,500

365,500

648,500

648,500

2,053,235
510,889

1,542,345
38,223

110,316

86,494

12,339
57,528

1,280

1,648

191
13,508

2,288,267

63,000

20,000
20,000

393,321

393,321

476,321

476,321

（注記事項）
（１）継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

該当事項はありません。



現金及び預貯金                              
　現金                            
　預貯金                            
有価証券                              
　国債                            
　地方債                            
　その他の証券                            
有形固定資産                              
　土地                            
　建物                            
　リース資産                            
　建設仮勘定                            
　その他の有形固定資産                             
無形固定資産                              
　ソフトウェア                            
　のれん                            
　リース資産                            
　その他の無形固定資産                         
代理店貸                              
再保険貸                              
その他資産                              
　未収金                            
　未収保険料                            
　前払費用                          
　未収収益
　預託金                            
　仮払金                            
　その他の資産                          
前払年金費用                               
繰延税金資産
供託金                              
                              
                              現金及び預貯金

　　（２）次に掲げる会計方針に関する事項
　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　該当事項はありません。
　　　②有形固定資産の減価償却の方法          
　　　　　有形固定資産（リース資産除く）…建物は定額法を、建物以外は定率法を採用しております。 
　　　　　無形固定資産（リース資産除く）…定額法を採用しております。
　　　③退職給付引当金の計上方法
　　　　　該当事項はありません。
　　　④価格変動準備金の計上方法
　　　　　該当事項はありません。
　　　⑤リース取引の処理方法
　　　　　リース期間を耐用年数とし残存価格をゼロとする定額法を採用しております。 
　　　⑥収益の計上方法
　　　　　保険料等、保険契約に関する収益においては、保険業法等の法令等の定めによっております。
　　　⑦その他採用した重要な会計方針
   ・たな卸資産の評価基準および評価方法
　　　　　    　貯蔵品…最終仕入原価法を採用しております。
   ・消費税等の処理方法
　　　　　    　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
 
（３）次に掲げる会計上の見積りに関する事項
　　　①会計上の見積りにより当該事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に　
　　　　重要な影響を及ぼす可能性があるもの
　　　②当該事業年度に係る財務諸表の①に掲げる項目に計上した額
　　　③②に掲げるもののほか、①に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報会計上の見積りにより
　　　　当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
　　　　があるものは、次のとおりです。    　
　　　　繰延税金資産　　43,522千円          
 　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っています。
　　　　当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の　
　　　　時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可
　　　　能性があります。
（４）会計方針の変更等を行った場合には、会計方針の変更等に関する事項
　　  　　該当事項はありません。
（５）金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　　　当社は、関係法令及び諸規定を遵守するとともに、保険金等の支払を将来にわたり確実に行うことができるよう資産運用
　　　　を行う方針であります。主な運用手段は預貯金等であり、内部規定に従って取引を行い、資産運用状況については、毎月
　　　　の取締役会で確認しております。
　　　　
　　　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

　　　　現金及び預貯金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（６）賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項
　　  　　該当事項はありません。
（７）会社計算規則第111条に規定する持分法損益等に関する事項     
　　  　　該当事項はありません。
 （８）有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額
　　  　　減価償却累計額：31,668 千円
　　  　　圧縮記帳額は該当事項がありません。
（９）資産に係る引当金を直接控除した場合における各資産の資産項目別の引当金の金額
　　  　　該当事項はありません。
 （10）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務をその金銭債権又は金銭債務が属する項目ごとに、他の金銭債権又は金銭債務
　　  　と区分して表示していないときは、当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の当該関係会社に対する金銭債権又は
　　  　金銭債務が属する項目ごとの金額又は２以上の項目について一括した金額     
　　  　　該当事項はありません。
 （11） 取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する金銭債権及び金銭債務があるとき
　　  　は、金銭債権の総額及び金銭債務の総額。ただし、普通保険約款による取引に係るものは、この限りでない。
　　  　　該当事項はありません。
 （12）次に掲げるもの（重要でないものを除く。）の発生の主な原因別の内訳
　　　  ①繰延税金資産（その算定にあたり繰延税金資産から控除された金額がある場合における当該金額を含む。） 
　　　  ②繰延税金負債

貸借対照表計上額 時価 差額
2,057,480 2,057,480 －

　　（単位：千円）



（13）リース契約（ファイナンス・リース取引に該当するもの）により使用する重要な有形固定資産及び無形固定資産
           リース期間を耐用年数とし残存価格をゼロとする定額法を採用しております。
           なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリース取引に                      
           ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
（14）手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債務（負債の部に計上したものを除く。）                     
           があるときは、当該債務の内容及び金額
　　　 　該当事項はありません。
（15）契約者配当準備金の増減異動及び契約者配当金の支払額
　　　 　該当事項はありません。
（16）関係会社の株式又は出資金の額
　　　 　該当事項はありません。
（17）保険業法第91条の規定による組織変更剰余金額又は同法第164条第４項若しくは第165条第７項において準用する       
           同法第91条の規定による合併剰余金額
　　　 　該当事項はありません。
（18）資産が担保に供されている場合には、当該資産の内容及びその金額並びに担保に係る債務の金額
　　　 　該当事項はありません。
（19）以下に掲げる金額
　　　 ①保険業法施行規則第211条の52において準用する同規則第73条第3項において準用する同規則第71条第１項に規
　　　　 定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額

　　　 ②保険業法施行規則第211条の52において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する
　　　　 責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額

（20）次に掲げる１株当たり情報に関する事項
　　　 ①１株当たりの純資産額（銭単位）
　　　　 　245,179円48銭
　　　 ②株式会社が当該事業年度又は当該事業年度の末日後において株式の併合又は株式の分割をした場合には、その旨
　　　　 及び当該事業年度の期首に株式の併合又は株式の分割をしたと仮定して1株当たりの純資産額を算定している旨
　　　　 　該当事項はありません。
（21）会社法第461条第２項第４号及び保険業法施行規則第19条の４に規定する額
　　　 　該当事項はありません。
（22）会社計算規則第2条第3項第51号に規定する連結配当規制適用会社については、当該事業年度の末日が最終事業年度の 
　　　 末日となる時後、連結配当規制適用会社となる旨
　　　 　該当事項はありません。

保険積立金

異常危険準備金                                   
その他
繰延税金資産小計

繰延税金資産合計

繰延税金資産（純額）

32,715 千円
13,137 千円

45,852 千円

43,522 千円

45,833 千円
評価性引当金 △19 千円

繰延税金負債合計 
△2,310 千円
△2,310 千円

普通支払備金                                 
既発生未報告損害
計

差引

146,567 千円
508,820 千円

655,387 千円

583,295 千円
同上に係る出再支払備金 72,093 千円

普通責任準備金                                 
同上に係る出再普通責任準備金
差引

合計

1,324,937 千円
143,596 千円

1,181,341 千円

1,294,606 千円
異常危険準備金 113,265 千円



　　（2）損益計算書 　　（単位：千円）
2023年度 2024年度

金額 金額
科　　目

経常収益
　保険料等収入
　　保険料
　　再保険収入
　　　回収再保険金
　　　再保険手数料
　　　再保険返戻金
　　　その他再保険収入
　責任準備金戻入額
　支払備金戻入額
　資産運用収益
　　利息及び配当金等収入
　　その他運用収益
　その他経常収益
経常費用
　保険金等支払金
　　保険金等
　　解約返戻金等
　　契約者配当金
　　再保険料
　責任準備金等繰入額
　　支払備金繰入額
　　責任準備金繰入額
　資産運用費用
　事業費
　　営業費及び一般管理費
　　税金
　　減価償却費
　　退職給付引当金繰入額
　その他経常費用
経常利益（又は経常損失）
特別利益
　負ののれん発生益
特別損失
　価格変動準備金繰入額
　その他特別損失
契約者配当準備金繰入額
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）
法人税及び住民税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益（又は当期純損失）

4,730,603
4,728,179
4,292,296

435,883
300,566
129,981

5,336

1,141
1,141

1,283
4,756,411
3,253,080
2,732,418

48,509

472,153
-175,334

72,405
-247,740

1,678,665
1,614,494

60,480
3,691

0
-25,808

0

0

-25,808
-18,468
20,905

2,437
-28,245

4,213,605
4,211,454
3,841,145

370,309
243,474
122,842

3,993

20
20

2,131
3,948,055
2,672,226
2,213,396

36,304

422,526
-24,483
102,430

-126,913

1,300,312
1,288,767

6,621
4,924

0
265,550

0

0

265,550
38,641
44,955
83,596

181,953

（23）事業年度の末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象が発生した場合における当該事象
　　　 ①株主割当増資
　　　　 2025年6月にアイフル株式会社を割当先とする株主割当増資による募集株式の発行を予定しています。
　　　　この結果、資本金は10億300万円、発行済株式総数3,145株となる予定です。 
　　　 ②フリーペットほけんの保険料改定 
　　　　 2025年度に既存商品のフリーペットほけんの保険料改定を予定しております。
（24）以上のほか、財産の状態を正確に判断するために必要な事項
　　　 　該当事項はありません。



（注記事項）

（１）損益計算書の作成に関する重要な会計方針
　　　　該当事項はありません。
（２）子会社等との取引高の総額
　　　　該当事項はありません。
（３）以下の収益及び費用に関する金額
           ①正味収入保険料（保険料、再保険返戻金及びその他再保険収入の合計額から再保険料及び解約返戻金等の合計額を
               控除した金額）

           ②正味支払保険金（保険金等から回収再保険金を控除した金額）

           ③支払備金繰入額又は支払備金戻入額の計算上、差し引かれた又は足し上げられた出再支払備金繰入額又は出再支払
　　　　備金戻入額
　　　　　

           ④責任準備金繰入額又は責任準備金戻入額の計算上、差し引かれた又は足し上げられた出再責任準備金繰入額又は出再
　　　　責任準備金戻入額

           ⑤利息及び配当金収入の資産源泉別内訳
　　　　　預貯金利息　1,141千円

（４）１株当たりの情報に関する次に掲げる事項
           ①１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額（銭単位）
　　　　　▲10,711円13銭
           ②株式会社が当該事業年度又は当該事業年度の末日後において株式の併合又は株式の分割をした場合には、その旨並び
　　　　に当該事業年度の期首に株式の併合又は株式の分割をしたと仮定して１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金
　　　　額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定している旨　　
　　　　　該当事項はありません。
（５）以上のほか、損益の状態を正確に判断するために必要な事項
　　　　該当事項はありません。

保険料                                
再保険返戻金
計

4,292,296 千円
5,336 千円

4,297,632 千円
再保険料                                
解約返戻金等
差引

472,153 千円
48,509 千円

3,776,970 千円

普通支払備金繰入額                            
既発生未報告損害繰入額
計

20,992 千円
123,506 千円

144,498 千円
同上に係る出再支払備金繰入額
差引

72,093 千円
72,405 千円

普通責任準備金                            
同上に係る出再普通責任準備金
差引

▲245 千円
143,596 千円

▲143,841 千円
異常危険準備金
合計

▲103,898 千円
▲247,739 千円

保険金等                                
回収再保険金
差引

2,732,418 千円
300,566 千円

2,431,852 千円



　　（3）キャッシュ・フロー計算書 　　（単位：千円）

2024年3月期 2025年3月期
金額 金額

科　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税引前当期純利益(△は損失)
　　　減価償却費
　　　保険業法第113条繰延資産償却費
　　　支払備金の増加額(△は減少)
　　　責任準備金の増加額(△は減少)
　　　契約者配当準備金繰入額
　　　退職給付引当金の増加額(△は減少)
　　　役員退職慰労引当金の増加額(△は減少)
　　　価格変動準備金の増加額(△は減少)
　　　利息及び配当金等収入
　　　有価証券関係損益(△は益)
　　　支払利息
　　　為替差損益(△は益)
　　　有形固定資産関係損益(△は益)
　　　代理店貸の増加額(△は増加)
　　　再保険貸の増加額(△は増加)

　　　代理店借の増加額(△は減少)
　　　再保険借の増加額(△は減少)

　　　その他
                                 小　計
　　　利息及び配当金等の受取額
　　　利息の支払額
　　　契約者配当金の支払額
　　　その他
　　　法人税等の支払額
　  営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　預貯金の純増減額（△は増加）
　　　有価証券の取得による支出
　　　有価証券の売却・償還による収入
　　　保険業法第113条繰延資産の取得による支出
　　　その他
　  投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　借入れによる収入
　　　借入金の返済による支出
　　　社債の発行による収入
　　　社債の償還による支出
　　　株式の発行による収入
　　　自己株式の取得による支出
　　　配当金の支払額
　　　その他
      財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物期首残高
現金及び現金同等物期末残高

▲25,808
3,691

72,405
▲247,740

▲1,141

▲52,013
2,270

4,884
16,071

▲234,981
1,141

▲2,437
▲236,277

7,741
7,741

200,000

200,000

▲28,536
2,086,016
2,057,480

265,550
4,924

102,430
▲126,913

▲20

▲127,101
▲22,619

2,133
7,199

118,358
20

▲83,596
34,782

27,627
27,627

0

62,409
2,023,607
2,086,016

 （注記事項）
  現金及び現金同等物の範囲
  現金、普通預金及び当座預金

　　　その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）
　　　の増減額(△は減少)

　　　その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）
　　　の増減額(△は増加) 152 ▲39,203

25,542 31,603



　　（4）株主資本等変動計算書 　　（単位：千円）

2024年3月期 2025年3月期
金額 金額

科　　目

株主資本
　  資本金
　　　当期首残高
　　　当期変動額
　　　　  当期変動額合計
　　　当期末残高
　  資本剰余金
　　　　  当期首残高
　　　　  当期変動額
　　　　　　当期変動額合計
　　　　  当期末残高
      利益剰余金
　　　　  当期首残高
　　　　  当期変動額
　　　　　　剰余金の配当
　　　　　　当期純利益
　　　　　　当期変動額合計
　　　　  当期末残高
      株主資本合計
           当期首残高
           当期変動額
　　　　  新株の発行
　　　　  剰余金の配当
　　　　  当期純利益
　　　　  自己株式の処分
　　　　  当期変動額合計
           当期末残高

63,000
200,000

263,000

20,000

20,000

393,745
▲28,245

▲28,245
▲28,245
365,500

476,745
171,755
200,000

▲28,245

171,755
648,500

63,000

63,000

20,000

20,000

211,368
181,953

181,953
181,953
393,321

294,368
181,953

181,953

181,953
476,321



（1）有価証券
　　　　該当事項はございません。

（2）金銭の信託
　　　　該当事項はございません。

　　（単位：千円、％）

　　（1）ソルベンシー・マージン総額
2023年度 2024年度

①純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を除く） 
②価格変動準備金 
③異常危険準備金 
④一般貸倒引当金 
⑤その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） 
⑥土地含み損益（85％又は100％） 
⑦　契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）
⑧将来利益 
⑨税効果相当額 
⑩負債性資本調達手段等 
　　告示(第14号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)）
　　告示(第14号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b))
⑪控除項目（－） 

保険リスク相当額 
　　Ｒ1　一般保険リスク相当額
　　Ｒ4　巨大災害リスク相当額　
Ｒ2　  資産運用リスク相当額　
　　    価格変動等リスク相当額
　　    信用リスク相当額
　　    子会社等リスク相当額
　　    再保険リスク相当額
　　    再保険回収リスク相当額
Ｒ3　経営管理リスク相当額　 
  

 903,621 
 648,500 

 113,265 
0 

 141,857 

 725,933 
 710,813 
 710,813 

 24,334 
 846 

 20,574 

 2,157 
 757 

 14,703 
248.9

 846,139 
 476,321 

 217,163 
0 

 152,655 

 588,277 
 575,757 
 575,757 

 24,399 
 859 

 20,857 

 1,903 
 780 

 12,003 
287.6 

　　（2）リスクの合計額√[Ｒ1 +Ｒ2 ]+Ｒ3+Ｒ42 2

ソルベンシー・マージン比率　(1)/｛(1/2)×(2)｝

2．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（ソルベンシー・マージン比率） 

3．有価証券又は金銭の信託に関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益


